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2024年度

事業利益の増加に伴う営業CF、政策保有株式売却で得た資金を借入
金返済に充てたこと等により、NET有利子負債は減少し、NET D/Eレ
シオも改善しました。

財務体質の改善・既存領域の競争力強化に向け、投資案件の精査や投
資原単位の削減により資金を抑制しつつ、将来成長に向け、売上・事業
拡大のための投資やデジタル基盤の構築への投資は積極的に実施し
ていきます。

既存領域の開発効率を徹底的に高めるとともに、将来の利益計画達成
に向けて新規・先行領域への研究開発投資を強化し、高付加価値の拡
大と持続的な成長につなげていきます。

将来の種まきや戦略投資を実行した一方、事業利益の増加、政策保有
株式の売却による資金の増加等により、フリー・キャッシュフローは前
年比で増加しました。

前年比で事業利益が増益となったことにより、ROICは改善しました
が、ROE・ROAについては、前年に続いて中期経営計画に基づいて実
行した事業構造改革費用の計上による影響を受けました。
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日本や北米で販売が増加し、前年比で増収となりました。米国関税や
インフレによるコストアップ等の影響はあるものの、北米でのタスク
フォースチーム活動をはじめとした原価改善活動や欧米の構造改革
効果等により、事業利益は前年比で増益となりました。
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WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ 

財務ハイライト 11年間の主要財務データ

WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ 
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事業利益の増加に伴う営業CF、政策保有株式売却で得た資金を借入
金返済に充てたこと等により、NET有利子負債は減少し、NET D/Eレ
シオも改善しました。

財務体質の改善・既存領域の競争力強化に向け、投資案件の精査や投
資原単位の削減により資金を抑制しつつ、将来成長に向け、売上・事業
拡大のための投資やデジタル基盤の構築への投資は積極的に実施し
ていきます。

既存領域の開発効率を徹底的に高めるとともに、将来の利益計画達成
に向けて新規・先行領域への研究開発投資を強化し、高付加価値の拡
大と持続的な成長につなげていきます。

将来の種まきや戦略投資を実行した一方、事業利益の増加、政策保有
株式の売却による資金の増加等により、フリー・キャッシュフローは前
年比で増加しました。

前年比で事業利益が増益となったことにより、ROICは改善しました
が、ROE・ROAについては、前年に続いて中期経営計画に基づいて実
行した事業構造改革費用の計上による影響を受けました。
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持続可能な社会の実現と環境負荷の低減に向けて、今後も再生可能
エネルギーの導入を推進するとともに、新たなエネルギー技術や脱炭
素技術についても積極的に検討・推進していきます。

2026年度までに男性育休取得率65％以上と目標を定めていました
が、2025年度で達成したため、新たな目標として男性育休取得率80%
以上を継続できるよう取組みを進めています。

2026年度までに女性管理職比率3%以上を達成できるようDE&Iを推
進し、より働きやすい職場づくりを進めていきます。

経営トップによる「安全第一」の指示とリーダーシップの下、より一層
の災害の低減に向けて取り組んでいきます。

生産におけるCO2総排出量（連結）

2030年度までに2021年度比42.3％削減というSBT目標に向けて、
「全員参加」で、徹底的な省エネ活動の促進やエネルギーのグリーン化
を継続して推進していきます。

再生可能エネルギー導入率（連結）
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休業災害度数率※
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当社では、将来、競争力の発揮が見込まれる技術・領域において、知財
面で漏れなく保護することを重要視しています。そのため、主要研究開
発テーマ（約40テーマ）を特定し、テーマごとに特許出願件数目標を定
めて、計画的に発明発掘活動を進めています。

特許出願件数／新技術・新領域関係出願の割合

（年度）2024202320222021

34.0 32.9 32.3
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特許出願件数（件）　 新技術・新領域関係出願の割合（％）
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WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ 

非財務ハイライト 5年間の非財務データ

※ 2021年度より、基準年度をより効率的な2015年度に見直しました。2025年環境行動計画に従い、2015年基準で165 千t 以上の削減を目標に活動を進めます。
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安全衛生［単独］ 　休業災害度数率
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　　　　　　　　 社員一人当たりの教育訓練時間
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採用人数［中途採用］（うち、女性採用人数） 　　 合計
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持続可能な社会の実現と環境負荷の低減に向けて、今後も再生可能
エネルギーの導入を推進するとともに、新たなエネルギー技術や脱炭
素技術についても積極的に検討・推進していきます。

2026年度までに男性育休取得率65％以上と目標を定めていました
が、2025年度で達成したため、新たな目標として男性育休取得率80%
以上を継続できるよう取組みを進めています。

2026年度までに女性管理職比率3%以上を達成できるようDE&Iを推
進し、より働きやすい職場づくりを進めていきます。

経営トップによる「安全第一」の指示とリーダーシップの下、より一層
の災害の低減に向けて取り組んでいきます。

生産におけるCO2総排出量（連結）

2030年度までに2021年度比42.3％削減というSBT目標に向けて、
「全員参加」で、徹底的な省エネ活動の促進やエネルギーのグリーン化
を継続して推進していきます。

再生可能エネルギー導入率（連結）

（年度）

17.3

32.1

57.2

80％以上

350
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休業災害度数率※
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※休業災害度数率 × 1,000,000
休業災害件数

延べ労働時間

男性育児休業取得率
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0.11

当社では、将来、競争力の発揮が見込まれる技術・領域において、知財
面で漏れなく保護することを重要視しています。そのため、主要研究開
発テーマ（約40テーマ）を特定し、テーマごとに特許出願件数目標を定
めて、計画的に発明発掘活動を進めています。

特許出願件数／新技術・新領域関係出願の割合

（年度）2024202320222021

34.0 32.9 32.3
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特許出願件数（件）　 新技術・新領域関係出願の割合（％）
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WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ 

非財務ハイライト 5年間の非財務データ

※ 2021年度より、基準年度をより効率的な2015年度に見直しました。2025年環境行動計画に従い、2015年基準で165 千t 以上の削減を目標に活動を進めます。
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所有者別分布状況（発行済株式の総数に対する割合）大株主の状況（上位10社）

トヨタ自動車株式会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

日本生命保険相互会社

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001

ジェイテクト従業員持株会

JPモルガン証券株式会社

野村信託銀行株式会社（信託口）

株式会社豊田自動織機

24.3

15.7

8.7

3.5

2.5

2.4

2.0

1.7

1.2

1.2

77,235

50,128

27,666

11,125

7,882

7,782

6,211

5,350

3,977

3,906

株主名

一株当たりの中間配当（円）

一株当たりの期末配当（円）

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

持株比率（%）

（注）持株比率につきましては、発行済株式の総数（318,608千株）から自己株式の数（237千株）を
　　控除して算出しています。

会社概要・株式概要

配当状況

株式会社ジェイテクト

JTEKT CORPORATION

愛知県刈谷市朝日町一丁目1番地

本社 0566-25-7211

（円）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
2023年度 2024年度 2025年度

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,200

2,000

（月）

社 名

本店・本社所在地

45,591百万円資 本 金

電 話 番 号

取締役社長 近藤 禎人代 表 者

43,233人

11,109人

［連結］

［連結］

［単独］

［単独］
社 員 数

75,679百万円事 業 利 益

売 上 収 益

証 券 コ ー ド

株 主 数

発 行 済 株 式 総 数

単 元 株 数

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

株 主 名 簿 管 理 人

上 場 証 券 取 引 所

829,608百万円

44,731百万円

売 上 高

経 常 利 益

112社（国内25社、海外87社）連 結 会 社

持株数（千株）

株価情報
6473

318,608千株

100株

32,057名

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月

三井住友信託銀行株式会社

東京、名古屋

1,924,950百万円

11

19

16

20

25

25

30

30

WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ 

2026年3月31日現在会社情報 用語集

2027年
3月期（予想）

35

35

自己株式

237千株
（0.1％）

金融機関

110,093千株
（34.6％）

その他国内法人

88,297千株
（27.7％）

外国法人等

77,531千株
（24.3％）

個人、その他

32,454千株
（10.2％）

証券会社

9,994千株
（3.1％）

用語

ADC Automation Direct 社 P.24

読み・正式名称 本報告書での意味 出現ページ

BEV／FCEV 電気自動車
（Battery  Electric Vehicle）／
燃料電池車
（Fuel Cell Electric Vehicle）

P.09／10／23／25／
51／57

バッテリーや水素を動力源とする次世代環境対応車

DOE Dividend On Equity
（株主資本配当率）

-

P.04／25／30／70安定した株主還元を実現するための配当水準管理指標

EPS Electric Power Steering
（電動パワーステアリング）

P.03／11／23／25モーターの力で操舵を補助し、快適で安全な運転を支え
る装置

FA Factory Automation
（ファクトリーオートメーション）

P.24／25工場の生産工程を自動化し、生産性・品質・安全性を向上
させる仕組みや技術の総称

J-KY J-Kiken Yochi（危険予知） P.39／40作業前の危険予知活動をデジタル化し、安全文化の定着
を支援する仕組み

J-REBORN J-Renovate Entire Business 
OpeRatioNs

P.16／28／40ERP・PLM等の統合基幹システムを導入し、全社業務プ
ロセスを標準化・改革する、ジェイテクトの全社DXプロジ
ェクト

IoE Internet of Everything P.03／10／14／24／
42／44

人・設備・情報をつなぎ工場全体の最適化を図る考え方

IP Intellectual Property
（知的財産）

P.38事業競争力の源泉として活用する知的財産と知的資本

ITCC® - P.11ジェイテクトの販売する電子制御4WDカップリングの
商標

J-BEP - P.29／58ジェイテクト独自の損益分岐点管理指標。起点となる計
画値・前年実績に対する「固定費」と「限界利益」の増減
を比較し、損益分岐点の改善度を管理する

eAxle（e-Axle） イーアクスル 電気自動車の電動駆動ユニット。ジェイテクトはeAxle用
ベアリングを製造販売している

E-VGR® P.12

P.12

eNPS Employee Net Promoter 
Score

「あなたは自社を友人・知人に勧めたいと思いますか？」
という質問への回答から、従業員エンゲージメントを数値
化した指標

P.23／33／64

ジェイテクトの販売する電子制御式ギヤ比可変ステアリ
ングの商標

用語 読み・正式名称 本報告書での意味 出現ページ

Pairdriver® ペアドライバー P.12／23／28／43ジェイテクトの販売する自動操舵制御システムの商標。ト
ヨタ自動車のSDV普及への貢献を目指す

PS Power Steering
（パワーステアリング）

P.11／12ドライバーの操舵負荷を軽減し運転しやすさを高める機
構(電動PS、油圧PS)

Syncusteer™ シンカステア P.12／23／38／43ステアバイワイヤシステムの商標。LEXUS RZ に初搭載

軸受 じくうけ P.07／09～14／17／
18／20／25／29／
37／38／40／43／
45／51／58

回転部分を支え摩擦を低減する機械の基盤部品。ベアリ
ング

ステアバイワイヤ
（SbW）

Steer-by-Wire P.03／05／09／10／
12／23／25／28／
38／43／59

操舵ユニットと転舵ユニットの機械的接続がない操舵シ
ステム。ジェイテクトの中核ソリューション

選抜人財プール P.34／72将来の経営人財・次期部署長候補として育成している人
財を、計画的に蓄積・管理する仕組み

ハイアビリー® P.12ジェイテクトの販売する高速・高精度加工を支える工作
機械向け高性能軸受の商標

マルチ人財 P.34複数分野の知識や技能を活かし価値創出に貢献する
人財

ロスコスト P.04／24／27／28／
30

品質不良、手戻り、企画未達、納期遅延、クレーム等によ
り発生した、本来であれば利益として残せたはずの損失
コスト

ソリューション
共創センター(ソリセン)

P.13／14／18／19／
37／57

社会課題や顧客課題を起点に新事業創出を推進する
組織

ソリューション
プロバイダー

P. 02／03／05～08／
13／14／16～25／
31／32／34／38／
43／44／46／48／
49／56／57

お客様や社会の課題解決を通じて新たな価値を創出する
企業像

RZ LEXUS RZ P.09／12／23トヨタ／レクサス初のBEV専用モデル。ジェイテクトの
ステアバイワイヤやLibuddy®を採用

SC P.40原材料調達から販売までを支える一連の供給ネットワ
ーク

N5計画／N1～N5 -

-

-

-

-

-

-

ジェイテクトのMVVに共感し、実践する人財の育成を目
的に、入社前から入社3年目までを対象とする総合的な
人財育成システム。N1～N5は教育段階（年次）を表す

P.34

NRB／TRB ニードル・ローラー・ベアリング／
テーパード・ローラー・ベアリング

自動車や産業機械の回転性能を支える代表的な軸受 P.04／25／29

J-ROIC - P.05／28／58／60／
63

ジェイテクト独自のROIC。「税引後事業利益÷（在庫・固定
資産残高）」で算出し、事業・地域ごとに資本効率を可視化
する

Jデジ活動 - P.40全員参加で業務改革とデジタル活用を進める改善活動

LFT®／LFT®Ⅱ／
LFT®-V

- P.09／11／12ジェイテクトの販売する摩擦低減により省エネルギー化
に貢献する高性能軸受の商標

Libuddy® リバディー P.09／12／43ジェイテクトの販売する高耐熱リチウムイオンキャパシタの
商標。RZのバックアップ電源等に採用されている

MOC P.39／40Maintenance Operation 
Center

保全業務の状況を可視化し、設備の安定稼働を支援する
管理基盤

Supply Chain
（サプライチェーン）

CN Carbon Neutral
（カーボンニュートラル）

P.14／16／24／42／
46／50／65

温室効果ガス排出量実質ゼロの実現を目指す取組み

北米地域において顧客課題起点で商品・サービスを組み
合わせて提案し、高収益なソリューションプロバイダー型
事業を実践するジェイテクトグループ会社
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所有者別分布状況（発行済株式の総数に対する割合）大株主の状況（上位10社）

トヨタ自動車株式会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

日本生命保険相互会社

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001

ジェイテクト従業員持株会

JPモルガン証券株式会社

野村信託銀行株式会社（信託口）

株式会社豊田自動織機

24.3

15.7

8.7

3.5

2.5

2.4

2.0

1.7

1.2

1.2

77,235

50,128

27,666

11,125

7,882

7,782

6,211

5,350

3,977

3,906

株主名

一株当たりの中間配当（円）

一株当たりの期末配当（円）

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

持株比率（%）

（注）持株比率につきましては、発行済株式の総数（318,608千株）から自己株式の数（237千株）を
　　控除して算出しています。

会社概要・株式概要

配当状況

株式会社ジェイテクト

JTEKT CORPORATION

愛知県刈谷市朝日町一丁目1番地

本社 0566-25-7211

（円）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
2023年度 2024年度 2025年度

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,200

2,000

（月）

社 名

本店・本社所在地

45,591百万円資 本 金

電 話 番 号

取締役社長 近藤 禎人代 表 者

43,233人

11,109人

［連結］

［連結］

［単独］

［単独］
社 員 数

75,679百万円事 業 利 益

売 上 収 益

証 券 コ ー ド

株 主 数

発 行 済 株 式 総 数

単 元 株 数

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

株 主 名 簿 管 理 人

上 場 証 券 取 引 所

829,608百万円

44,731百万円

売 上 高

経 常 利 益

112社（国内25社、海外87社）連 結 会 社

持株数（千株）

株価情報
6473

318,608千株

100株

32,057名

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月

三井住友信託銀行株式会社

東京、名古屋

1,924,950百万円

11

19

16

20

25

25

30

30

WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ WHAT,S JTEKT 価値創造の戦略 成長戦略 基盤強化の取組み ガバナンス データ 

2026年3月31日現在会社情報 用語集

2027年
3月期（予想）

35

35

自己株式

237千株
（0.1％）

金融機関

110,093千株
（34.6％）

その他国内法人

88,297千株
（27.7％）

外国法人等

77,531千株
（24.3％）

個人、その他

32,454千株
（10.2％）

証券会社

9,994千株
（3.1％）

用語

ADC Automation Direct 社 P.24

読み・正式名称 本報告書での意味 出現ページ

BEV／FCEV 電気自動車
（Battery  Electric Vehicle）／
燃料電池車
（Fuel Cell Electric Vehicle）

P.09／10／23／25／
51／57

バッテリーや水素を動力源とする次世代環境対応車

DOE Dividend On Equity
（株主資本配当率）

-

P.04／25／30／70安定した株主還元を実現するための配当水準管理指標

EPS Electric Power Steering
（電動パワーステアリング）

P.03／11／23／25モーターの力で操舵を補助し、快適で安全な運転を支え
る装置

FA Factory Automation
（ファクトリーオートメーション）

P.24／25工場の生産工程を自動化し、生産性・品質・安全性を向上
させる仕組みや技術の総称

J-KY J-Kiken Yochi（危険予知） P.39／40作業前の危険予知活動をデジタル化し、安全文化の定着
を支援する仕組み

J-REBORN J-Renovate Entire Business 
OpeRatioNs

P.16／28／40ERP・PLM等の統合基幹システムを導入し、全社業務プ
ロセスを標準化・改革する、ジェイテクトの全社DXプロジ
ェクト

IoE Internet of Everything P.03／10／14／24／
42／44

人・設備・情報をつなぎ工場全体の最適化を図る考え方

IP Intellectual Property
（知的財産）

P.38事業競争力の源泉として活用する知的財産と知的資本

ITCC® - P.11ジェイテクトの販売する電子制御4WDカップリングの
商標

J-BEP - P.29／58ジェイテクト独自の損益分岐点管理指標。起点となる計
画値・前年実績に対する「固定費」と「限界利益」の増減
を比較し、損益分岐点の改善度を管理する

eAxle（e-Axle） イーアクスル 電気自動車の電動駆動ユニット。ジェイテクトはeAxle用
ベアリングを製造販売している

E-VGR® P.12

P.12

eNPS Employee Net Promoter 
Score

「あなたは自社を友人・知人に勧めたいと思いますか？」
という質問への回答から、従業員エンゲージメントを数値
化した指標

P.23／33／64

ジェイテクトの販売する電子制御式ギヤ比可変ステアリ
ングの商標

用語 読み・正式名称 本報告書での意味 出現ページ

Pairdriver® ペアドライバー P.12／23／28／43ジェイテクトの販売する自動操舵制御システムの商標。ト
ヨタ自動車のSDV普及への貢献を目指す

PS Power Steering
（パワーステアリング）

P.11／12ドライバーの操舵負荷を軽減し運転しやすさを高める機
構(電動PS、油圧PS)

Syncusteer™ シンカステア P.12／23／38／43ステアバイワイヤシステムの商標。LEXUS RZ に初搭載

軸受 じくうけ P.07／09～14／17／
18／20／25／29／
37／38／40／43／
45／51／58

回転部分を支え摩擦を低減する機械の基盤部品。ベアリ
ング

ステアバイワイヤ
（SbW）

Steer-by-Wire P.03／05／09／10／
12／23／25／28／
38／43／59

操舵ユニットと転舵ユニットの機械的接続がない操舵シ
ステム。ジェイテクトの中核ソリューション

選抜人財プール P.34／72将来の経営人財・次期部署長候補として育成している人
財を、計画的に蓄積・管理する仕組み

ハイアビリー® P.12ジェイテクトの販売する高速・高精度加工を支える工作
機械向け高性能軸受の商標

マルチ人財 P.34複数分野の知識や技能を活かし価値創出に貢献する
人財

ロスコスト P.04／24／27／28／
30

品質不良、手戻り、企画未達、納期遅延、クレーム等によ
り発生した、本来であれば利益として残せたはずの損失
コスト

ソリューション
共創センター(ソリセン)

P.13／14／18／19／
37／57

社会課題や顧客課題を起点に新事業創出を推進する
組織

ソリューション
プロバイダー

P. 02／03／05～08／
13／14／16～25／
31／32／34／38／
43／44／46／48／
49／56／57

お客様や社会の課題解決を通じて新たな価値を創出する
企業像

RZ LEXUS RZ P.09／12／23トヨタ／レクサス初のBEV専用モデル。ジェイテクトの
ステアバイワイヤやLibuddy®を採用

SC P.40原材料調達から販売までを支える一連の供給ネットワ
ーク

N5計画／N1～N5 -

-

-

-

-

-

-

ジェイテクトのMVVに共感し、実践する人財の育成を目
的に、入社前から入社3年目までを対象とする総合的な
人財育成システム。N1～N5は教育段階（年次）を表す

P.34

NRB／TRB ニードル・ローラー・ベアリング／
テーパード・ローラー・ベアリング

自動車や産業機械の回転性能を支える代表的な軸受 P.04／25／29

J-ROIC - P.05／28／58／60／
63

ジェイテクト独自のROIC。「税引後事業利益÷（在庫・固定
資産残高）」で算出し、事業・地域ごとに資本効率を可視化
する

Jデジ活動 - P.40全員参加で業務改革とデジタル活用を進める改善活動

LFT®／LFT®Ⅱ／
LFT®-V

- P.09／11／12ジェイテクトの販売する摩擦低減により省エネルギー化
に貢献する高性能軸受の商標

Libuddy® リバディー P.09／12／43ジェイテクトの販売する高耐熱リチウムイオンキャパシタの
商標。RZのバックアップ電源等に採用されている

MOC P.39／40Maintenance Operation 
Center

保全業務の状況を可視化し、設備の安定稼働を支援する
管理基盤

Supply Chain
（サプライチェーン）

CN Carbon Neutral
（カーボンニュートラル）

P.14／16／24／42／
46／50／65

温室効果ガス排出量実質ゼロの実現を目指す取組み

北米地域において顧客課題起点で商品・サービスを組み
合わせて提案し、高収益なソリューションプロバイダー型
事業を実践するジェイテクトグループ会社

74 JTEKT Report 2026


	ボタン4: 
	Page 5: 

	ボタン3: 
	Page 5: 

	ボタン2: 
	Page 6: 

	ボタン1: 
	Page 6: 



